
○在宅勤務制度に関する今後の考え（企業調査）  

どおりでよい□既存の制度を充実したい由既存の制度を縮小・廃止したい日新たに導入したい■無回答  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

全   体   
n＝763  

何らかの在宅勤務を認めている  
∩＝78  在

宅
勤
務
制
度
の
有
無
別
 
 

いずれの在宅勤務も認めていない  
n＝613  

注）「何らかの在宅勤務を認めている」企業には、育児のための在宅勤務制度が「制度（規定）  

としてある」あるいは「運用としてある」と回答した企業、育児以外（介護、子どもの看護、  

その他、適用事由に制限はない）の在宅勤務制度を認めていると回答した企業を含む。  

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計中）  

（2）子の看護休暇について  

○望ましい看護休暇制度一性別（従業員調査、複数回答）  

0％  20％  40％  60％  80％  

子の看護休暇は半日単位でも取得できるようにすべきだ   

複数の子がいる場合は、子1人につき5日ずつ取得できる  
ようにすべきだ  

対象となる子の上限年齢を引上げるべきだ  

子の看護休暇は予防接種や検診でも取得できるように  
すべきだ  

取得日数（年5日）を延ばすべきだ  

子の看護休暇は有給にすべきだ  

子以外の家族の看護でも取得できるようにすべきだ  

その他  

現在法律で規定されている子の看護休暇制度の内容で  
十分だ  

無回答  

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計中）  
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○小学校就学前の子どもがいる共働き夫婦の妻が一年間で取得した子の看護休暇   

の日数（小学校就学前の子どもの数別、％）  

1人（n＝395）  

2人（n＝207）  

20％  40％  60％  80％  100％  

ロ1～5日 臼6～10日田11日以上  

注）「子の看護休暇」は、年次有給休暇、欠勤等を含む。  

出典：厚生労働省「21世紀成年者縦断調査」（2003年）  

子ども－一人  子ども－ニ人  

女性  
H  ‖ 女性要  女性  

（n＝847）   ■■   

総計  4．8  董  1．1  戸・0  1，3   6．1  壬1．2  

3歳以下   8．6  1・6   9．4  1．5   5．0  璽 2．2 H  
董  

4歳以上小学校入  
長  7．7   2．0   5．0   1．7   10．2   2．2  
子  

の  

年  5．1   1．4   3．6  0．7   7．5  … 1．3  
ど≡‘  

別  3．6   】 0．8  3．8  0．8   3．4   

中学校   2．9   0，6   1．3  0．5   1．8  

注）調査対象は、子どものいる労働者。また、「休暇」とは、年次有給休暇及び年次有給休  

暇以外の休暇を指す。  

出典：電機連合「生活実態調査」（2005年）  
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○一年間で、病気・怪我により一人目の子どもを保育園に預けられなかった平均   

日数（日）  

総計（n＝1．113）  

0歳児（n＝74）  

1歳児（n＝182）  

2歳児（n＝17由）  

3歳児（n＝197）  

4歳児（n＝179）  

5歳児（n＝197）  

5  10  15  20  25  

注）調査対象は、現在保育園に預けている子どもがいる女性労働者  

出典：連合「子ども看護休暇に関する調査報告書」（2000年）  

○一年間で、予防注射・定期検診により一人目の子どもを保育園に預けられなか  

った平均日数   

総計（n＝1，113）  

0歳児（n＝74）  

1歳児（n＝182）  

2歳児（n＝178）  

3歳児（n＝197）  

4歳児（n＝179）  

5歳児（n＝197）  

（日）  

0．0  0．5   1．0   1．5  2．0  2．5  

注）調査対象は、現在保育園に預けている子どもがいる女性労働者  

出典：連合「子ども看護休暇に関する調査報告書」（2000年）  

3，0  3．5   
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3．父親も母親も育児にかかわることができる働き方の実現  

○子どもがいる夫婦の夫の休日の家事・育児時間別にみたこの4年間の第2子以   

降の出生の状況  

家事・育児時間なし  

2時間未満  

2～4時間未満  

4～6時間未満  

6～8時間未満  

8時間以上  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

■出生あり口出生なし   

注1）集計対象は、①または②に該当する同居夫婦である。ただし、妻の「出生前データ」が  

得られていない夫婦は除く。   

① 第1回から第5回まで双方から回答を得られている夫婦   

② 第1回に独身で第4回までの間に結婚し、結婚後第5回まで双方から回答を得られてい  

る夫婦   

注2）家事・育児時間は、「出生あり」は出生前の、「出生なし」は第4回の状況である。   

注3）4年間で2人以上の出生ありの場合は、末子について計上している。   

注4）総数には、家事・育児時間不詳を含む。  

出典：厚生労働省「第5回21世紀成年者縦断調査（国民の生活に関する継続調査）」（平成20年）  

22   



○男性の育児休業取得ニーズ  

・父親の子育ての優先度  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

■仕事等自分の活動に専念  田どちらかと言えば仕事等が優先  

田仕事等と琴事・育児を同等に重視 囚どちらかと言えば家事一育児が優先  

自家事や育児に専念  口無回答   

注）調査対象は未就学児を持つ父親（n＝1，765）  

出典：UFJ総合研究所「子育て支援策等に関する調査研究報告書」（平成15年）  

・男性の育児休業取得希望  

男性・全体（Nこ843）  

潜在的ニーズ層（N－293）  

0％  20％  40％  60％  80％  100％  

■取得したい・できれば取得したい  □わからない 田無回答             田あまり取得 したくない・取得したくない  

注）潜在的ニーズ層：雇用就業者で、「未婚」「既婚・子どもなし」「既婚・末子年齢   

12歳以下」の男性で、子どもを「近いうちに持つ予定である」「いつかはもつと思う」「わ   

からない」と回答している男性  

出典：労働政策研究・研修機構「仕事と生活の調和を可能にする社会システムの構築に関する研究」  

（平成19年）  
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・男性の育児休業取得に関する考え方  

（％）  

0  20  40  60  ∈氾  

ぜひ機会があ㌻Lぱ育児イ木葉を耳文盲尋する  

耳又i尋する希望はあるか、現実的には欒琶しい  

取手与するつもりはない・取‡専できない  

今後子どもを持つつもりはない  

■子育て層（男性）∩＝3了8   

田子どものいない丘死婚層（異性）n＝45  

注）子育て層とは「0－15歳の子どもをもつ者」、子どものいない既婚層とは「子ども  

のいない25～35歳の既婚者」  

出典：（財）こども未来財団「子育てに関する意識調査事業調査報告書」（平成12年度）  
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○ 育児休業制度を利用したい理由（従業員調査、複数回答）  

0％  20％  40％  60％  80％  100％   

・子どもが小さいうちは、自分で育てたいから  

子どもが小さいうちは、育児が大変だから  

法律で認められた権利だから  

保育園、両親等に預けられる時間が限られており、  
休まざるを得ないから  

休業期間中には、雇用保険から  
給付金が支給されるから  

保育園に入れず、休まざるを得ないから  

その他  

わからない  

無回答  

注1）調査対象は「10人以上規模企業の40歳以下の労働者（期間雇用者を除く）」  
注2）育児休業制度を「利用したいと思う」と回答した者に対する質問  

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計中）   

○父親が育児休業を取得しなかった理由（複数回答）  

（単位：％）  

父親が休む必要がなかった（妻が育児休業を取得し  

た、保育園に入れたなど）  

父親がひとりで育児はできない・したくない  

父親が仕事の都合がつかなかった（仕事が中断でき  

ない、職場で理解が得られない等）  

父親が仕事を休みたくなかった  

父親の給料が母親よりも高かったから  

父親の給料が入らないと経済的に困るから  

父親も育児休業がとれることを知らなかった  

その他  

特にない・わからない  

0．0 10．0 20．0 30．0 40．0 50．0 60．0 70．0  

●雇用者男性（∩＝997）□雇用者女性（n＝882）   

注）調査対象は「民間企業雇用者で就学前の子どもがいる男女」  

出典：日本労働研究機構「育児と介護と仕事の両立に関する調査」（平成15年）  
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○仕事と育児の両立  

0％  20％  40％  60％  

雇用者計（n＝2047）  

雇用者男性（n＝1042）  

雇用者女性（n＝1005）  

屈仕事と育児をうまく両立できている  n育児の影響があり、仕事に満足していない  
ロ仕事の影響があり、育児に満足していない 臼仕事と育児のどちらも中途半端で不満がある  
□どちらともいえない  

注）調査対象は「民間企業雇用者で就学前の子どもがいる男女」  

出典：日本労働研究・研修機構「育児や介護と仕事の両立に関する調査」（平成15年〉  

○育児ノイローゼや産後うつではないかと思った経験  

雇用者女性（本人について質問）（∩ニ1005）  

雇用者男性（妻について質問）（∩＝1042）  

無職女性（本人について質問）（∩＝517）  

0％ 10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％ 100％  

■ある（あると思う）□ない（ないと思う）臼わからない四要はいない   

注1）調査対象は、「民間企業雇用者で就学前の子供がいる男女」。   

注2）男性の場合は、「妻が育児ノイローゼや産後うつではないかと思ったことはありますか」  

という質問。「妻はいない」の選択肢は雇用者男性に対するもの。  

出典：日本労働研究機構「育児と介護と仕事の両立に関する調査」（平成15年）  
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○妊娠や出産に関して重要と思われること  

（単位：％）  

夫やパートナーのいたわり、気づかい  

夫やパートナーの家事や育児への参加  

夫やパートナーの出産への立ち会い  

お産のことに関する相談相手がいること、相談先があること  

医師や助産師等からの説明が十分にあること   

どこで、どのような出産をするかについて妊婦が自己決定できるこ  
と  

お産の際に上の子を保育してくれるサービス  

産後に家事・育児を支援してくれるサービス  

妊婦への社会一般の気づかい  

不妊に対する社会一般の理解  

その他  

特にない  

0 10 20 30 40 50 60 70 80  

■男性（N＝619）口女性（N＝625）田全体（N＝1244）  

出典：子ども未来財団「平成15年度子育てに関する意識調査報告書」（平成16年12月）  
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○ ケース別にみた育児休業の取得しやすさ（企業調査、従業員調査）  

■取得しやすい■どちらかといえば取得しやすい□どちらかといえば取得しにくいロ取得しにくい由無回答  

0％  2仇  40％  60％  80％  100帖．  

71．2  25．4  

73．5  25．8  従業員調査   
n＝1．553  

企業調査   
n＝763  

20．1  76．7  

共働き  
の男性  
が取得  
する場  
合  

従業員調査   
∩＝1，553  

12．0  86．3   

注1）調査対象は「10人以上規模企業」、「10人以上規模企業の40歳以下の労働者（期間雇用  
者を除く）」  

注2）「取得しやすい計」は「取得しやすい」、「どちらかといえば取得しやすい」の計  

「取得しにくい計」は「どちらかといえば取得しにくい」、「取得しにくい」の計  

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計中）  

○ ケース別にみた、育児休業制度の取得しやすさに関する認識の相違（企業調   

査、従業員調査）  

（％）  

従業員調査の結果  
取得しやす  どちらかと  どちらかと  取得しにく  無回答  「取得しや  「取得しに  

企業調査の結果  調査数 （n）                   い  いえば取 得しやすい  いえば取 得しにくい  い  すい」計  くい」舌十   

A女性が取  体   801   41．2   35，3   13．6   9．5   0．4   76．5   23．1  
得する場合   584   45．9   39，2   9．6   5．0   0．3   85．1   14．6  

取得しにくい   109   6．4   20．2   36．7   35．8   

体   

0．9   26．6   72．5   
B共働きの  306   1．6   1．3   11，4   87．3  
男性が取得  56   3．6   0．0   21．4   78．6  
する場合   212   1．4   1．9   10．4   87．7  

注1）調査対象は「10人以上規模企業」、「10人以上規模企業の40歳以下の労働者（期間雇用  
者を除く）」。   

注2）「企業調査の結果」にある「取得しやすい」は「取得しやすい」、「どちらかといえば取  

得しやすい」の計、「取得しにくい」は「どちらかといえば取得しにくい」、「取得しに  

くい」の計。  

出典：ニッセイ基礎研究所「今後の仕事と家庭の両立支援に関する調査」（集計中）  
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